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東日本大震災に係る

京都府の対応状況について

京都府危機管理 防災課参事・

木 村 兼 喜

日頃は、京都府の危機管理・防災にご協力を

賜り、有り難うごさいます。私は、担当して 3

年になりますが、担当した途端、新型インフル

エンザ、去年は鳥インフルエンザ、口蹄疫と、

矢継ぎ早に対応に追われました “疫病神”と。

いうアダナが付いているそうで、秘書課に行く

と、ドキッとされます。

今日は、東日本大震災に対する京都府の対応

について、1 つは、被災地に対して京都府はど

のような支援をしているのか、もう 1つは、今

回の地震の経験を、京都府の防災対策にどのよ

うに生かしていくのか、の 2つの見地から説明

をさせていただきます。

京都府の災害支援の状況

支援はカウンターパート方式

京都府では、昨年の 12 月に、兵庫県、大阪

府、徳島県、滋賀県、和歌山県、鳥取県の 2府

5 県で、関西広域連合を立ち上げました。まだ

生まれたばかりで、3 月に、各都道府県の知事

が委員を務める委員会を開催し、今後の取り組

みを決めようとしていた矢先の 3 月 11 日に、

震災が起こりました。しかし、かなりすばやい

対応ができ、13 日には委員会を開催して支援

を決定しています。

支援の方法は、マスコミでも取り上げられて

いますが、日本で初めての「カウンターパー

ト」方式です。和歌山県の仁坂吉伸知事の提案

で、京都府と滋賀県は福島県を、大阪府と和歌

山県は岩手県 兵庫県・鳥取県・徳島県は宮城

県を支援するというように、相手方を定めて支

援する、従来とは異なる方法です。この方法は、

中国の四川大地震で用いられましたが、中国は

建物の資材と建設の支援で終わっています。我

われは被災地の生活支援にもふみ込んでいます。

私は、3 月 14 日の朝に、知事から「夕方、

現地に向い、事務所を建ててこい」と言われて

行ってきました。大阪府も、宮城県に向けてそ

の日に出発し、北陸自動車道から新潟経由で福

島県の災害本部をめざしたのですが、福島第 1

原発の事故が悪い方に進んでいたため、新潟県

の災害本部で情報収集することになり、夜中に

着きました。新潟県は、新しい防災センターを

もっていて、知事の決定が知事の生の声でスピ

ーカーから流れます。その時は 「福島県に行、

っている職員はすべて引き上げてこい」という

知事の声が流れて、びっくりしました。大型テ

レビを見ると、水素爆発の危険性が放映されて

いて、ドキッとしたことを覚えています。結局、

その日は新潟県で 1泊し、次の日に福島県に入

りました。

しかし、県庁のある福島市までは入れず、会

津若松市で、関西広域連合の京都府と滋賀県の

事務所を設置しました。それから少し経って、

福島県庁に行きましたが、非常に慌ただしい雰

囲気に包まれていました。災害本部の前にたく
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被災地（相馬市内）

相馬港

さんの報道陣がいて、夜中にバタバタ音がする

ので覗いてみると、医療関係者が記者会見をし

ていました。原発から 20 キロ圏内にある病院

で、医療関係者が患者を残して避難したという

報告でした。

相馬市（火力発電所付近）

シャトルバスで避難者を受け入れ

京都府内への避難者の受け入れは、シャトル

バスを活用しています。京都府の防災服は、背

面に大きく青で「京都府」と書かれています。

避難所では、遠い所から来たということで、非

常に感激してもらいました。東北の人にとって、

関西は遠いところです。福島県の人の生活圏は

関東ですから、避難先は新潟県や群馬県まで。

それにガソリン不足もあって、足がない。そこ

でシャトルバスを用意して、避難者を迎え入れ

ることにしました。この対応は、広域連合のな

かでも好評でした。

5 月までに京都府内の住宅へ入居された方は

694 人。そうした方々に復興支援の情報を提供

するため、登録制度を設けています。また、被

災者の困り事は、雇用や住宅などさまざまです

から、そこへ行けばどんな内容も相談できるよ

う「ワンストップ相談室」を設けています。

物的・人的支援

物的な支援はこれまで 86.5 トン。一方的に
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避難所運営を支援する職員

送るのではなく、現地のニーズにあった品物を

送っています。時期によって必要とする品物は

変わってきます。3 月 14 日と 18 日に初動対応

として、飲料水・乾燥米飯、毛布等を発送しま

した。3 月 28 日からは、おかず、スープ、栄

養調整食品など

に限定して、府

民から寄付を受

け、発送しまし

た。支援物資の

仕分け作業には

派遣職員も当た

りました。初め

のうちは水など

をたくさん必要

とされてました

が、最近は、缶

詰などが必要に

なっています。

人的支援は、職員の派遣が延べ 3697 人（5

月 24 日現在 。現地の連絡や避難所支援､医）

師・保健師などです。これからは、農林や土木

などの技術系の職員を、1 年間などの長期派遣

することになります。ボランティアは、災害ボ

。ランティアセンターから 92 人を派遣しました

、派遣した職員は 24 時間対応していましたので

会津若松市からも頼りにされていました。こう

した対応で、関西や京都府とのなじみが深まっ

たように感じます。

京都府の地域防災対策の見直し

では、京都府は、東日本大震災の経験の何を、

防災対策のなかで生かしていくのかということ

について、お話ししたいと思います。

確認の意味で、日本を取り巻くプレートにつ

いて説明させていただきます 。太平（図 1 参照）

洋側と日本海側は、ずいぶんと海底の状況が違

います。太平洋側の方が、非常にプレートが多

いですね。日本海側には海底にプレートがない。

今回起こった地震は、太平洋プレートが沈み込

むような形で跳ね上がって地震が起き、それに

ともなって大津波が起きました。図に点線で書

かれている日本海側のプレートは、あるかない
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図 1 日本列島とその周辺のプレート

かわからないのですが、過去に、どうもそこに

あるプレートが動いて起きたのではないかとい

う地震が認められるため、書かれています。

京都を見ていただきますと、福井県から西は

プレートがありません。本当は、はっきりとは

わからないのですが、ほぼないだろうというの

が、定説になっています。ただ、海底を調べた

わけではないので、京都府は早急に調査するよ

う政府に要望しています。とくに福井県の若狭

湾には原発が非常に多いので、地震対策や津波

対策に生かせるように要望しています。

東南海地震は、南海トラフのプレートが動い

て起こるだろうと言われています。30 年以内

、に 60 ％の確立で起こると言われていますから

非常に高い確立です。

専門家による防災計画の見直しに着手

どこの府県でも同じですが、京都府にも「地

域防災計画」があります。それに加えて、具体

的に事業をどのように進めていくのかといった

防災の「推進プラン」を、300 項目に分けて策

定しています。現在の「推進プラン」は、昨年、

10 年計画のものを作りました。例えば、耐震

化でしたら、10 年で 90 ％以上にするという目

標を立て、それを毎年度チェックしながら進め

ています。

しかし、今回の地震で、これまでの防災計画

が、全然、役に立たなかったことがわかりまし

た。そこで、これからどうしたらいいのかとい

うことを、行政マンだけで議論していても始ま

らないので、地震、津波、液状化、原子力など

の専門分野の先生 9人に加わってもらい、総合

的に考えていただく専門家会議を設けました。

見直すにあたって、まず、今回の地震の特徴

などを、下記のように整理しました。

・東日本大震災は、わが国観測史上最大のマグ

ニチュード 9.0。東日本の複数の都県が被災

した広域災害。

・地震・津波・原子力の複合災害であり、一部

市町村等の行政機能も喪失（大きく低下）し、

まち全体が集団移転するという新しいケース

が発生。

・多数の死者数、行方不明者数（約 2 万 6000

人 。また、避難者数（約 19 万人）も多数。）

被災県を超えた避難も発生し、長期化が懸念。

・福島第 1原発等の原子力災害は、現行の枠組

みを超えたもの（避難区域が半径 20km、屋

内避難は 20km ～ 30km など 。現在も収束の）
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見通しが立たず、レベル７という最高レベル

となり、予断を許さない状況。

・生活基盤（ライフライン、道路、学校、病院

等）に多大な被害が発生。現状復旧が著しく

困難な地域もあり、復旧・復興には多くの期

間が必要（Ｍ 5～ 7程度の余震続発 。）

このように、今回の地震は、これまで想定し

ていた災害とは異なる、広域対応や原子力災害

に対応することが迫られることになりました。

防災対策見直しのスキーム

見直しのスキームは、

① 京都府のこれまでの取り組みをふまえる。

② 多様な分野の専門家の知見をふまえる。

③ 地震・津波・原子力を個別に扱うのではな

く、京都府を襲う危機として総合的にとら

える。

④ 短期的に対応すべき点、中長期的に対応す

べき点に分けて、その双方を考える。

というものです。

こうした観点から見直した結果、地震につい

ては、これまでの防災計画で一定程度の備えが

できているのではないかと考えています。

津波に関しては、少なくとも緊急に調査が必

要ではないかというご指摘をいただきました。

京都府の防災計画では、舞鶴湾で最高の津波を

1.1 ｍと想定しています。それ以外に「駆け上

がり 「遡上波」というものがあります。これ」

は、波の高さではなく、陸にどれだけ波が上が

ってくるかというもので、記録では 2.3 ｍとい

うものがあります。そうした過去の事実もふま

え、今後の対応が必要になっています。

また、液状化への対応が必要になっています。

これは非常に難しい問題で、京都府南部には鴨

川と桂川、宇治川の 3川が合流している地域が

あり、小椋池の干拓地もあって、どういう影響

を受けるのかが懸念されます。京都府の防災計

画にも、液状化につい触れていますが、千葉県

の例をみると、中長期的に対応が必要だという

ご指摘を受けました。

原子力対策

すぐにやらなければならない対策としてご指

摘をいただいたのが、原子力です。とくに、今

回の福島第 1原発の事故で問題となったのが、

緊急時避難計画区域（EPZ）です。図 2 は、京

都新聞（2011 年 5 月 21 日）に掲載された、高

浜原発と大飯原発からの距離を表わした地図で

す。これまでの原子力対策では、10km 圏内が

重点対応の範囲になっていて、福井県の高浜原

発から 10km 圏内には、舞鶴市と綾部市の一部

が対象になっています。その範囲に、舞鶴市は

数十人、綾部市は 1 万 2000 人ほどの方が住ん

でいます。また、国の指針にしたがい、環境の

モニタリング施設や被爆医療の施設をもってい

ます。

しかし、今回、この前提が崩れてしまいまし

た。福島県では、避難地域が、当初 3kmだった

のが 10km になり、20km になるというように、

1 日で避難区域が広がりました。それに対応し

て、京都府の防災計画も 20km にすべきではな

いかというご意見が出されました。30km とい

う意見も出ていますが、30km は、福島県では

屋内待避の圏域です。

20km になると、避難対象者は 8 万 8000 人と、

。かなり増加します。30km にすると、十数万人

ただ、20km の避難計画を立てれば 30km も対応

できるため、20km でいいのではないかという

ご意見もあります。EPZ のゾーンが広がったこ

とで、環境モニタリングの設置や、被爆医療施

設の指定も増やしていかなければなりません。

防災会議で暫定防災計画を策定

こうした意見をふまえて、京都府では、5 月

20 日の防災会議で「暫定防災計画」を策定し

ました。防災会議は、60 数機関が集まり、計

画を決める、防災では最高の機関です。圏内の

避難にあたって、判断の基準となる放射線量を
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2 高浜・大飯原発からの距離（ 京都新聞」2011 年 5月 21日）図 「

どのように定めるべきかということです。

国の考え方は、国際原子力機関（IAEA）で定

めている国際基準に則っています。被災直後の

第 1段階、それが長引いたときの第 2段階、終

息に向かう第 3 段階と、3 つの段階に分けてい

ます。被災直後の第 1 段階は、50 ミリシーベ

ルト／アワーで避難勧告が出されます。第 2段

階は、20 ミリシーベルト／アワーを目安とす

るのが、IAEA の考え方です。終息に向かう第 3

段階は、1 ミリシーベルト／アワー。学校は、

3.8 マイクロシーベルト／アワーになると避難

勧告が出されます。これは年間にすると 20 ミ

リシーベルトです。京都府も、この国際基準を

もとに計画を立てる必要がありました。

これまでの防災計画は、どこにも 20 ミリシ

ーベルトというのは書かれていません 「安全。

神話」があったため、原子力事故は、2 日から

1 週間で終わるという想定で作られていました。

したがって、防災訓練も、避難が長期におよん

だ場合の対応はありません。ただ、20 ミリシ

ーベルトでいいかどうかは、意見がわかれると

ころです。放射線量をモニタリングしながら対

応していくことになりますから、今後の展開に

よっては、この基準も変わってくる可能性があ

ります。とりあえず、暫定的に定めています。

また、原子力防災対策の重点範囲を 20km に

拡大すると、これまで高浜原発だけが対象だっ

たのが、大飯原発も含まれてきます。したがっ

て、大飯原発からもトラブルの情報を受けるた

めの調整が必要になっています。また、放射線

をモニタリングする施設の整備も必要になって

きます。放射線を可視化するためには、監視施

設の強化しかありませんから、5 月中には設置

したいと考えています。

防災計画のなかで最大の問題点は、市町村の

集団移転です。高浜原発の場合は、舞鶴市の広
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い範囲が 20km 圏内に入りますから、移転しな

ければなりません。もちろん市役所機能も移し

ます。どのようなルートで、どのような手段で、

どこへ避難するのかを考えていかなければなり

ません。避難計画は、一時的には市町村の役割

ですが、こうした広域対応が必要な場合は、市

町村だけではとうてい無理なため、京都府も加

わって議論をしている状況です。高速道路があ

るので、避難は府内だけではなく、兵庫県に行

かれる方も多いでしょう。また京都市内にも短

時間で避難可能です。混乱なく、すばやく対応

するには、この地区の方はこの場所にというよ

うに、カップリングを地区ごとに決めていかな

ければならないと考えています。

できる対策から､スピード感をもって対応

こうした広域災害に対応するため、関西広域

連合では、夏をめどに 「関西広域防災計画」、

をつくる予定です。今までのように、都道府県

単独でつくる計画よりも、広域的に、さらに深

く対応できるような計画を立てる準備をすすめ

ています。

それもふまえて、舞鶴市などの計画をすすめ

ていかなければならないと思っています。時間

的な問題があるので、いったんは単独でつくり、

関西広域連合の防災計画ができたら、それとの

調整を図っていくことになります。

国の状況をみますと、原発事故の専門調査団

が立ち上がり、12 月をめどに中間報告を、来

年の夏までに最終報告をするということです。

地震と津波は、秋頃の報告をめどに検証が始ま

っています。

我われは、それらを見ながら、できるものか

ら順次、先に取り組もうと考えています。まず

は、液状化対策。専門家に相談しながら始めた

いと思っています。

津波対策は、防波堤を設置するには時間がか

かるので、まずはソフト面での対策が必要です。

沿岸部の学校では防災教育が充分でないところ

もあるので、とくに府北部沿岸部の学校には、

高台に避難する訓練に取り組んで欲しいと思っ

ています。防災訓練は、繰り返すことで、災害

時に素早く対応できるようになります。愚直で

すが、そういうところから進めていかなければ

ならないと思っています。

（この原稿は、2011 年 5 月 24 日に、京都地方自治総

合研究所総会記念講演で話された内容をもとに作成し

ました ）。
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